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この論文でわた くしは,明 治34年 恐慌以後昭和7年 までの銀行合同の実態

りを
,そ の指導方針,原 因,性 格などの諸点か ら明 らかにしようとしている。

この時期で も,一 部の財閥銀行は地方銀行を合同 したが,大 多数の合同は地

方銀行間に行われた ものであった。 したが って,こ の間の合同運動の解明の

・ためには
,地 方金融の面で地方銀行がどのような役割を果た していたかを正

確 につかむ必要があるか ら,第1章 において地方金融つ まり中小企業金融の
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実際について,具 体的な諸調査を利用 して概観を試みた。 しか し地方産業 ど

金融機関の関係については,地 方別 。業種別に一層具体的に検討する必要が・

あるが,こ の論文では中小企業金融と して一摺 してお～・た。

なお,わ た くしは既に昭和8年 以降の地方銀行合同について小論を発表 し

てお り,こ の論文はその前編部分の1部 をなす ものである。

第1章 明治後期か ら昭和初期までの中小企業金融

1・ 地方金融の特殊性

明治40年 代か ら昭和初期 までの地方金融および中小企業金融の状況につい

て概観 し,地 方銀行合同史の背景 となった事情をみておきたい。わが国資本.

主義は第1次 大戦期に独占段階にはいったが,資 本主義の確立期にすでに有

力企業は財閥に よって設立されたか,ま たは官業の払下げを受けたもので,

それ ら企業に財閥銀行が結びついて,強 力な独占体が形成 されていった。 こ

れに対 して,紡 績業以外の繊維産業や雑貨製造業など輸出商品の製造部門を

始め,各 種工業では従業員30人 以下の中小企業が 工場の大部分を 占めてい

た。したがって,地 方有力企業 としては,銀 行以外では鉄道会社,水 力電気、

会社および繊維関係の会社 ぐらい しか存在 しなかった。地方の資産家の多 く

は,地 主 または問屋であって,か れ らが銀行の株主や経営者にな り,同 時に

地方有力企業の株主や経営者になっていた。地方銀行は明治33-4年 および

明治40-41年 恐慌によって,破 綻を来た した り,あ るいは預金が減少 した。

この両度の恐慌の際に破綻 した銀行の約半数は株式その他の投機に関係 した.

ものであ り,そ れでなければ銀行重役の関係す る企業への過大の貸付のこげ

つきによるものであった。 しか も,貯 蓄銀行業務兼営 の 普通銀行や貯蓄銀

ee「 戦 時下 に おけ る地 方銀行 の合同」,「 金融 経済」第66号(昭 和36年2月),な お

同論文 は金融 学会編 「金融論選集 」IX(金 融学 会,昭 和37年)に 再録 され てい る。

また地 方銀行 とも密 接な関係 があ る貯 蓄銀行 につい て も,小 論 を 発表 してい るの'

で,参 照 してい ただけれ ば,さ いわ いであ る(「 日本 の貯 蓄銀 行」(そ の1,2),.

『金融経 済」第76号,昭 和37年10月;同 第87号,昭 和39年8月)。
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行が,休 業銀行のなかぽ近 くを占めていた ことか らもわか るように.弱 小銀

行は貯蓄預金 まで も吸収 して資金不足を補わねばな らなか った。 とくに弱小

銀行でな ぐても,地 方銀行は多数並立 して激 しい競争を していたため,高 い

利率(明 治後期か ら昭和初期 までは定期預金利率は6-7%》 の預金を集めた

り,集 金人を派出 して預金を吸収 していたので,預 金 コ入 トはど うして も高

くなった(こ のよ うな弊害が取除かれたのは昭和10年 代なか砥である)。 こ

のような高い コス トの資金を運用するため,地 方では どうして も貸出金利は

高 くな り,普 通銀行の貸付担保としては不適当な不動産を担保 として長期貸

付を行 った り,い かがわ しい企業の株券を担保とす る貸付,さ らに投機資金

の貸付または関係企業への大 口の情実貸付な どが盛んに行われたσ・一方,こ

の種の貸付が可能であった ことが,預 金利率を高水準に維持できた原因に も,

なったと考え られる。つ まり地方金融の基盤も条件 も,財 閥系企業に対す る

財閥銀行の金融の場合 とは非常に異なるものであった。

明治35年 前後に,わ が国金融制度はほぼ整理され,地 方あるいは下級金融

部門でも,無 尽会社や定期積金業や営業無尽業を行 う貯金会社 伽信託会社が

発生 し,農 村では信用組合(信 用事業単営および産業組合に よる信用事業兼

営)が 姿をあ らわ した。そ して明治40-41年 か ら第1次 大戦にいたる不況避

程において,は じめて中小商工業金融難が生 まれ,こ の恐慌以後に,下 級金

融機関の数は急激に増加 した。そ して第1次 大戦後恐慌か ら昭和8年 ごろま

での慢性的不況過程で,中 小企業金融問題は深刻化 していった。この間,都

市および農村には多数の高利貸が存在 し,銀 行か ら相手にされない小商工業

者,勤 労者お よび農民か ら高利をむ さぼっていた。 この高利貸のなかには,

前述のような貯金会社 ・信託会社 ・無尽会社や質屋などの形態を とるもの も、

あ り,金 貸業の看板をかけるもの もあ り,ま た,も ぐり金貸業者 も多数存在.

した。さらに高利貸のほか,小 商工業者では問屋 ・卸商および親戚知人,農

民では問屋および地主,親 戚知人などか ら,金 利負担 もあいまいな金融を受

けてお り,わ が国産業 ・社会構造に対応 した非近代的な金融機構が第2次 大
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戦中 まで存続 していた。

忽 中小企業金融の実態 と特色

わが国で中小商工業金融の実態調査が行われた最初は,明 治45年2月 発表

の 農商務省商務局によるものであろ う。同局は各地商業会議所に調査を依頼

して,商 業会議所議員の選挙権を有 しない小商工業者(営 業税納税額25円 未

満 の業者)を 対象にして,金 融調査の結果を報告させた。その結果 このよう

な小商工業者が利用す る金融機関では,問 屋 ・卸商が多 くの場合首位を占め

てお り,そ のほか縁故者か らの借入 も非常に多かったが,「 小商工業者 ト確

.実ナル銀行 トノ取引ハ絶無稀有ニシテ多 クハ高利貸二依 リ資金 ノ融通 ヲ求 メ

く　ラ

ツ ・ア リ」 とい う状態にあった。

以上のように,こ の調査では普通銀行 と小商工業者(中 企業者を除 く)と

・の取引は 「絶無稀有」であると述べ られているが,こ の両者の無関係な状態

はその後 も変 らなかった。た とえぽ大正5年 末の名古屋市小商工業者(営 業

=税納税額30円 未満の業者)の 金融調査の場合で も
,「名古屋銀行,明 治銀行,

慶 知銀行,村 瀬銀行,尾 張銀行及住友銀行支店 ノ六行 二付 テ調査 シタルニ,

本調査二属スル小商工業者 ノ資本 トシテ 利用セラレ居ルモノ絶無ニシテ,

現 今ノ小商工業ハ此種普通銀行 二対 シテハ何等ノ関係 ヲ有セザルモノ ト云ハ
く　ラ

ザルベカラズ。」 と述べ られている。つ まり名古屋市の商工業者の72%に あ

・たる小商工業者は
,銀 行の貸出窓口か ら完全に締出されていることが明らか

・にされた。これか ら後 も事態の本質には ,な んの変化もなかった。

明治40年 代の金融調査では,金 利その他の融資条件は地方によって異なる

が,一 般的にはつぎのようにいえる。問屋の貸付は無担保で,表 面上は無利

子 である。しか し実際には問屋は利子相当額を小工業者への前貸原材料費に

(1)農 商務 省商務局編 「小 商工 業者 ノ資金融 通 ノ状況 二関 スル調査 」(同 局,明

治45年2月),「 日本金融史 資料」 明治大正 編,第24巻,534頁 所収,広 島商業会

議所 の調 査 よ り。'

《2)名 古屋 経済会 「小 商工 業者 ノ資金 二就 テ」(同 会,大 正6年),6頁 。
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含めた り,委 託販売代金か ら差引き,ま た小商業者への貸付では卸商品の代

金に加えてお り,金 利のほか貸倒れの危険保証費をも取っていたか ら,実 質.

金利は相当に高 くなった。 したがって問屋の場合 「其金利ハ銀行 ト質屋 ノ中・
(3)

間 ニア リ」 といわれ た。銀行の金 利は当時は8-10%で あ り,質 屋 で は,高 、

利 の場合5割 にも達するもの もあったが,普 通は2割 ない し2割5分 であウ
(4)

た。また縁故者による融通 も「皆信用貸借 ニシテ利子ハ年二割 ヲ普通 トス」と

い う状態であったか ら,下 請業者の経営状態が悪ければ極端な高利になっだ
(5)

が,通 常問屋の利子は2割 前後 とみてよいであろ う(あ まり高利をとると,下

請業者はほかの問屋 と取引す るよ うになるおそれ もあった)。 金貸 業 者 の

金利は利息計算方法などまちまちであったが,利 息はオ ドリをいれた月利計

算 で,普 通は年2割5分 ない し3割 であ り,無 担保の場合には一般に高利で

あった。無尽の実質金利は入札 と抽籔の違い,運 営方法などによって異なる
(6)

が,金 貸業者 と同程度で,と きには年5割 以上に も達す るものもみ られた。

明治年代後半の小商工業者の金融難は,ひ とことでいえぽ,無 担保で低称

の小額資金融通機関がない ことであった。ずっと時代が下って,昭 和5年 に

東京市役所が市内小商工業者の金融状態について調査 した ときに も 「……下

(3)農 商務省,前 掲調査,509頁 所収,甲 府商業会議所 の調査 より。

(4)同 上,491頁,前 橋商業会議所の調査 よ り。 昭和10年 代は じめの他の調査で

は 「親戚友人よりの借入金は無利子のものがあると同時に,一 割以上の高利の も

の も決 して少 くない。」 と述べ られている(国 政研究会 「東京市中小商業者金融

調査」同会,昭 和12年,17頁)。

(5)問 屋の場合,親 戚知人の貸付 と同 じように 無利子が圧倒的に多かったが,無

利子 の実際はつ ぎのような ものであった。 「親戚友人 も亦家族制度の 輩固な我国

に於ては中小商業金融機関として無視 し得ない重要性を有つ。 而 してそれは無利,

子 と共に高利を,又 最 も寛大な借入条件と共に最 も苛酷な条件を包含 し,多 岐な

る特性を示す。」(国 政研究会,前 掲書,33頁)。 また下請制をもつ問屋の場合で

は 「原料にて融通が行はれ,返 済が製品代,工 賃 より差 引いて行はれる場合,殊

にそ の際製 品の暇疵に よって代金の減額が行はれるならば,そ の利子負担は極め・

て不明瞭なものとなるが,屡 々甚 しき高利(或 は価格の引下げ)と な り,搾 取の

恰好の機会を提供することとなる」と指摘 され て い る(藤 田敬三編 『下請制工

業」,有 斐閣,昭 和18年,368頁)。

〈6)金 利については,前 掲の前橋商業会議所 の調査が詳しいので主として利用し"

他の会議所の調査を も参照 した。
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くわ

層 商工業者の金融上の困難は有担保,高 利,短 期,少 額に尽す事が出来……」

ると結論 した。 これによって も,約30年 の歳月を隔てて もなお,中 小企業金

;融難の実態にはほ とんど変化がなかった ことがわかる。 したがって明治44年

当時の小商工業者 も無担保 ・低利 ・小額資金を簡単な手続で融資して くれる

金 融機関の設置を要望 していた。その際最 も強 く排撃されたのは高利貸およ

び高利貸的機関であった。 小商工業者の多 くが 望んだ 機関は 信用組合であ

り,と きには問屋でもいい とい う声 さえあった。 この無担保 ・低利 ・手続簡

素 化 とい う要求の うち,業 者が 最 も強 く希望 したのは 「無担保」借入であ

る。 とにか く信用貸付を受けたいとい うのが,小 商工業者の金融上の最大の

望 みであった。明治40年 代末か ら大正初期にかけて,ま た昭和恐慌期に貯蓄

銀行による定期積金者への貸付業務および無尽会社,無 尽類似業務が発展 し
ゆ ノ

たのも,無 担保貸付が魅力であったか らである。

昭和初期において,普 通銀行は中企業のなかでも比較的規模の大 きい もの

く資本金1万 円程度)に 対 しては,比 較的多 くの貸出を していた。たとえば

}昭和3年6月 末現在,全 国普通銀行貸出口数の66%が 千円未満の貸出であ り

く金額では6%),1万 円未満の貸出をとれぽ口数では96%(金 額では28%)に

も達 していた。そ して市以外の地所在銀行では,比 較的小口の貸出の比率は

非常に大き くなっていた(第2表 参照)。 た とえば昭和4年 の製 糸金融では,

銀 行貸出は73%も 占め,う ち地元銀行貸出は48%に も達 し,問 屋などは13%

一であった
。また普通銀行は昭和初期 まで,比 較的多 くの割合(口 数,金 額 と

,も40%)を 商業者に貸出してお り,こ の商業者貸出には各種問屋,買 継商,

(7)東 京市 役所 「東 京市に於 け る中小商工 業者 の実際 」 下 編(工 政会 出版 部,昭

和7年),55-6頁 。

〈8)「 ……銀行 及信用組 合 ヨ リ借入 金 ヲ為 サ ソ トセハ 借 手 二於 テ 相 当 ノ資産信用

ヲ有 スル必要 ア レ トモ無尽 ニア リテハ 如斯 条件 ヲ必要 トセス 会員 タル以上 必 ス定

額 ノ金円 ヲ受 クヘキ ニ ョ リ中流以下 ノ農民 ニ トリテハ 便益勘 カ ラス」(日 本銀行

秋田支店 「秋 田県下 二於 ケル農業 金融 」,大 正15年,「 日本 金融 史資料 』明治大

正 編 第23巻,376頁)。 この よ うな事 情は 中流以下 の農民 だけでは な く,都 市 の

:細民につ いて も同様 であ った。
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鯖1表 全国普通銀行貸出業者別(昭 和元,3,8年)

業 者 別

商 業 者

工 業 者

農 業 者

そ の 他

合 十音口

ロ元12月 末

口 数1金 額 口 数[金 額
千口

903

(43.8)

141

(6.8)

716

(34,7)

304

(14.7)

2,064

(100)

百万円1

鷺}

1;1:
1・181)

昭 和36月 末

千口 百万円

1,044
(52.8)

唱

655
(33,1)

279
(14.1)

1,978
(100)1

5,281
(71.8)

548

.(7.4)

1,530
(20.8)

7,359
(100)

昭086月 末
口 数1金 額

千口

610

(42.9)

134,

(9.4)

439

(30,9)

240

(16.9)

1,423

(100)

百 万 円

2,575

(42.0)

1,375

(22.4)

354

(5.8)

1,821

(29.7)

6,125

(100)

備考:カ ッコ内は合計を100と す る百分比。

資料:ω 昭和元年は 「全国普通及貯蓄銀行諸貸出金借入業者及担保別一覧」,『銀

行通信録」第502号(昭 和2年11月),巻 末附録。

(2)昭 和3年 は大蔵省銀行局 『全国普通銀行,貯 蓄銀行諸貸出金職業別並金

額別調(昭 和3年6月 末 日現在)」(同 局,昭 和4年),2頁 。

(3)昭 和8年 は同上(昭 和8年6月 末現在),(同 局,昭 和9年),2頁 。

第2表 全国普通銀行の金額別貸出(昭 和3年6月 末)

1畠響 朝 分籍響 鰐 膳以鰐 鴨 合 計

千
円
未
満
一千1未

馳
上円満

数

額

口

金

数

額

口

金

数

額

口

金

未

満

上
-o
万
円

-
万
円
以

以

上

-o
万
円

合

十一言ロ

数

額

口

金

数

額

口

金

%

131,366(46.7)

チ　
58,191(1.5)

115,837(41.2)

千円
344,397(10.0)

27,593(9.8)

午円
805,709(20.9)

6.303(2.2)

千円
2,637,951(68.6)

281,099(100)

　　
3,846,24・8(100)

%

204,949(56.1)ゴ　

76,104(5.0)

134,359(36.7)

千円
396,554(25.8)

24,358(6.7)

千円
595,113(38.7)

1,959(0.5)

千円
469,125(30.5)

365,625(100)
チ　

1,536,896(100)

%

966,119(72.6)

千円
299,309(15.0)

335,327(25.2)

千円
860,233(43.5)

28,994(2.2)

千円
626,869(31.7)

1.051(0.0)

雫円
189,222(9.6)

1,331.491(100)

テ　
1,975,633(100)

%

1,302,434(65.8)

千円
433,604(5.9)

585,523(30.0)

千口
1,601,184(21.8)

80,945(4.1)

千円
2,027,691(27.6)

9,313(0.5)

千円
3,296,298(44.8)

1,978,215(100)

千円
7,358,776(100)

備考=カ ッコ内は合計を100と する百分比。

資料:大 蔵省銀行局 「全国普通銀行,貯 蓄銀行諸貸出金職業別並金額別調(昭 和3

年6月 末 日現在)』(同 局,昭 和4年),2頁 。
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第5表(1)全 国普通銀行貸出業1

1

担 保 別 口 薮 辛 金 者副 。工 業数1金 額

不

有

商

保

信

そ

合

動

価 証

の

十二=
口

産

券

品

証

用

他

193,176
(2L4)

176,877
(19.6)

78,825
(8.7)

185,805
(20.6)

234,392
(25.9)

34,292
(3.8)

903,367
(100)

千 円

698,276

(16.1)

1,4・63,720

(33.7)

256,289

(5.9)

548,004

(12.6)

1,196,059

(27.5)

181,701

(4.2)

4,344,049

(100)

29,438
(20.8)

20,983
(14.9)

17,729
(12.5)

33,564
(23.8)

35,745
(25.3)

3.811
(2.7)

141,270
(100)

千 円=

256,905

(16.0>s

184,373〆 ノ

(11.5ン

176,936t

(11.0>1

207,258

(12.9>,

741,954

(46.1>・

40,460

(2.5>

1,607,886

(IOO)・

備考:カ ッコ内は合計を100と する百分比。

資料:第1表 の(1)と同 じ。

第5表(2)全 国普 通 銀行 不動 産 担 保

不 動産担保 の 内訳

田 畑 山 林

工場敷地建物,工 場財団

そ の 他 土 地 建 物

漁 業 財 団,漁 業 権

鉱 業 財 団,鉱 業 権

鉄 道 軌 道 財 団,船 舶

合 計

。商 薪 金 者副 。工 詳 金 者額

79,850
(41.3)

1,480
(0.8)

111,738
(57.8)

2
(0.0)

5
(0,0)

101
(0.1)

193,176
(100)

千 円

180,170

(25.8)

9,707

(1.4)

506,068

(72.5)

66

(0.0)

182

(0.0)

2,084

(0.3)

698,276

(100)

12,098

(41.1)

4,377

(14.9)

12,817

(43.5)

(一)

47
(0.2)

99
(0.3)

29,438
(100)

38,937

(15.2>

13L971

(51.4》

74,716

(29.1ン

(一 ン

8,708

(3.4>・

2,573

(1.0)・

256,905

(100>・

合計を100と す る業者
別 の 百 分 比

%
31.8

%
42.4

%
4.9

%・ ・

15.6

備考:カ ッコ内は合計を100と す る百分比。

資料:同 上 。
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者別及び担保別 (昭和元年12月 末)

農 業 者
口 数 金 額

309,584
(43.3)

78,528
(11.0)

2,780
(O.4)

152,382
(21.3)

160,097
(22.4)

12,357
(1.7)

715,728
(100)

千円

328,153

(49.8)

116,179
(17.6)

1,859
(0.3)

92,673
(14.1)

111,366
(16.9)

8,280
(1.3)

そ の

口 数 金 一額

651'189
)i

74,735
(24.6)

83,423
(27.4)

3,973
(1.3)

54,883
(18.0)

72,148
(23.7)

14,928

(4。9)

304,090

(100)

千円

361,855

(18.0)

846,365
(42.0)

13,976
(0.7)

168,401
(8.4)

532,139
(26.4)

90,988
(4.5)

2,013,727
(100)

合 計
口 数 金 額

606,933
(29.4)

359,811

(17.4)

103,307

(5.0)

426,634
(20.7)

502,382
(24.3)

65,388
(3.2)

2,064,455
(loo)

午円

1,645,189

(19.1)

2,610,637
(30.3)

449,061
(5.2)

1,016,337
(11,8)

2,581,519
(29.9)

321,429
(3.7)

8,624.171
(100)

貸出の内訳及び業者別 (昭和元年12月 末)

口 数 金 者 測 。そ

275,498
(89.0)

257
(0.1)

33,815
(10.9)

(一)

1
(0.0)

13

(0.0)

309,584
(100)

千円

290,170

(88.4)

387
(0.1)

37,540
(11.4)

(一)

16
(0.0)

40

(0.0)

328,153
(100)

%
01
,
5

の

数i金 額

38,007
(50.9)

433

(0.6)

35,861
(48.0)

181
(0.2)

20
(0.0)

233

(0.3)

74,735
(100)

19.列

手円

100.137

(27.7)

5.698
(1.6)

195,805
(54.1)

850
(0.2)

744
(0.2)

58,622
(16.2)

361,855
(100)

12.劉

合 計
口 数[金 額

4e5,453
(66.8)

6,547
(1.1)

194,231
(32.0)

183
(0.0)

73
(0.0)

446
(0.1)

606,933
(100)

22.訓

千両

609,414

(37.0)

147,763
(9.O)

814,128
(49.,5)

915
(0,1)

9,650
(0.6)

63,318
(3.8)

1,645,189
(100)

1・劇
%
100,
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卸商などが含まれていた。第3表 に よれば,商 業者への貸出の場合には保証

・信用貸付を除 くと,有 担保貸出は有価証券担保 と不動産担保が大部分であ

った。そ して不動産担保の内訳では,工 場以外の土地建物が第一で,田 畑山

林が2位 を占め,農 村地帯の問屋が地主の兼業であったことが推定できる。

そ してこれ らの問屋か ら,さ らに小商工業者への貸付が行われていた。つ ま

り銀行→問屋→小商工業者とい う間接的な金融ルー トがあった。銀行は明治

34年 以降の数次の恐慌の体験か ら,確 実な担保貸付を行お うとしていたが,

地方銀行では問屋や地主を貸付対象 としているかぎり,不 動産が相対的に安

全で確実な唯一の担保物件であった。

これに対 して問屋 と小商工業者 との貸借関係では無担保であ り,し か も2

割前後の高利率の貸付が行われていた。中小企業では,小 商業老の場合には
く　ラ

創業費 として2千 円前後あれば十分であ り(大正初期),小 工業者の場合に も

ほ とんど同様であったか ら,創 業費は業者 自身が修業時代に蓄積す るか,ま
く　

たは親方や元主人が貸すか,ま たは親戚知人の世話になった。 したがって営

業上必要な資金は運転資金のみであって,昭 和初期では大半の業者の総資本
く　ユ　

は1万 円未満であった。 このよ うな零細経営では,家 計と経営は分離 されて

お らず,家 族労働者を中心 とす る従業員に も極端に低賃金で長時間労働を さ

せていたか ら,高 利率の金利負担にも耐えることができた。そ して地方産業

には,下 請制度を もつ中小問屋が多数存在 していたか ら,地 方銀行はこの種

の問屋へは比較的高利率で貸付を行 うことができた。

このような金融構造を前提に して地方銀行は経営をつづけていたか ら,地

方銀行の貸出金利 および預金金利は,財 閥銀行の 両金利に比べて 割高 とな

り,担 保物件,貸 出期間などの点でも大 きな差異がみ られた。地方銀行は恐

(9)日 本銀行大 阪 支店 「大 阪市 二於 ケル小 商工 業者 ノ金融 状況」(日 本銀行,大

正3年),「 日本金融史資料 」第24巻,553--4頁 。

(10)同 上,556頁 。

(11)東 京市 役所,前 掲書,上 編,18頁 。 昭和11年 の東 京市 中小 商業者 金融 調査 で

は 「資本金5,000円 未満 の ものに於 ては 〔銀行 の〕利用勘 く,1,000円 未満 の もの

は全 く利用圏外に在 る。」 と述べ られ てい る(国 政研 究会,前 掲書,32頁)。
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慌 のたびに地方産業の衰退により打撃を受けたので,有 力な貸出先を求めた

が,地 方には有力企業がな く,め ぼしい ものは 銀行関係者 の 企業のみであ

り,安 易に貸付けを行っていたため,そ の種企業の機関銀行 とな り,企 業 と

運 命を ともにす るものさえ多数あった。また好況期に銀行関係者の投機資金

を 提供 して破滅 した ものも少な くなかった。 さらに問屋 との 密接 な関係か

ら,製 糸業,織 物業の不況にともない,問 屋が倒産するのと同時に,銀 行 も

支 払停止におちい った例は数えられない くらいある。

大正9年 恐慌以後,地 方問屋で倒産す るものが激増 し,問 屋金融のルー ト

が断絶 したため,中 小企業者は非常な困難におちいった。そ して地方問屋の

倒 産は地方銀行の休業をまねいたか ら,中 小企業上層部や地主たちへの融資

もとだえ,し たが って縁故者か らの融通 も受け られな くな り,本 格的な中小

企 業金融問題が発生 した。 この傾向は金融恐慌以後の銀行合同の増加によっ

て,地 方銀行中の小規模のものが消滅す るにつれて,と くに強 まった。前述の

よ うに普通銀行の貸出中には1万 円未満の貸出件数が相当多 く,し か もその

大半が地方銀行 よりの貸出であったか ら,地 方小銀行の消滅は当然地方の中

企 業および問屋の金融難 つ まり小商工業者の金融難を増大させていった。

昭和初期の中小商工業金融でも,首 位を占めているのは個人金貸業者であ

り,つ いで銀行,卸 商の順 とな り,か な り間隔をおいて信用組合となってい

る(第4表 参照)。 この調査では 「親戚知人」の割合が他の調査に比べて少な

く,個 人金貸の比率が高 くなっているが,こ の ことか ら他の調査の 「親戚知

人」には個人金貸が含 まれているのを推定できる。中小商工業者の利用金融

機関は,(1)銀 行,(2)問 屋,(3)個 人金貸または親戚知人の三つに大別 され る。
く　　ラ

=担保の有無か らみれば,総 計の66%ま では無担保である。銀行の場合で も,

(12)「 中小商工業者に対す る金融は,銀 行 よりこれを得 るものが,比 較的少 く,概

ね問屋 ・卸商及び金貸業者 より融通を仰 ぐことになってゐたのは,彼 等としては

対人信用によって融 通を受 くるより外に途がなかった為めである。」(藤 城 敬二

T中 小商工業金融 の改善 とその効果」,「銀行研究」第37巻 第4号,昭 和14年lo月,

.170頁)。
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第4表 東京市の中小商工業者の金融機関利用状況(昭 和5年)

借入先及び担保の有無

個人金貸{1

銀 行{1

卸 商{1

… 合{1

細1

担

担

担

担

担

担

担

担

担

担

保

保

計

保

保

計

保

保

計

保

保

計

保

保

計

質 屋 〔有担保のみ〕

無

保

信

合

有

無

小

有

無

小

有

無

小

有

無

ー

ー

ー

ー

尽

険

託

計

担

担

担

担

担

担

担

担

十齢言ロ

保

保

計

保

保

計

保

保

計

保

保

利 用 口 数

鰹耀1集鍵羅降 計

14

191

205(24.5)

186

92

278(33.2)

7

122

129(15.4)

70

39

109(13.0)

11

47

58(6.9)

22(2.6)

13

13(1.6)

9

9(1.1)

11

11(1.3)

347

491

838(100)

7

244

251(35.7)

39

79

118(16.8)

4

127

131(18.6)

11

26

37(5.3)

5

54

59(8.4)

71(10.1)

16

1

17(2.4)

15

15(2.1)

7

7(LO)

172

531

703(100)

21

435

456(29.6)

225

171

396(25.7)

11

249

260(16,9)

81

65

146(9.5)

16

101

117(7.6)

93(6.0)

29

1

30(1.9)

24

24(1.6)

18

18(1.2)

519

1,022

1,541(100)

ン

の
比

00

備
霧
へ

担
百
q

弥

4.6

95.4

100.0

56.8・

43.2「

100.0・

4.2

95.&

100.0も

55.5

44.5

100.(>

13.7

86。3

100.0・

100.(》

96.7

3.3'

100.0・

100.ぴ

100.O・;

100.0

100.O,

33.7

66.3

100.0

備考:小 計のカツコ内は合計を100と す る百分比。原表で も合計 と小計の合算とが

不一致である。なお使用資本額で業者を分類すると,資 本金1万 円以下の者

は年収400円 以上の業者では約61%,400円 未満の業者では97%に 達 してい

た(下 記資料,上 編,19頁)。

資料:東 京市役所 「東京市における中小商工業者の実際」下編(工 政会出版部,昭1

和7年),559頁 。
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第5表 東京市の中小商工業者の負担金利(昭 和5年)

利 用
金融機関

銀 行

信 託

倉 庫

一信用組 合

卸 商

一質 屋

無 尽

保 険

金 貸 業

そ の 他

合 計

無利子15%未満1影～8繊餐 蹴 餐 蹴 魏

_件

(一)

(一)

(一)

(一)

63

(67.0)

(一)

(一)

(一)

(一)

9

(11.5)

72

(6.7)

_件

(一)

(一)

(一)

(一)

2

(2.1)

(一)

(一)

(一)

(一)

1

(1.3)

3
(0.2)

件1

148

(43.5)

9

(56.3)

(一)

49

(36.8)

10

(10.6)

(一)

(一)

13

(92.9)

26

(7.8)

12

(15.4)

267

(24.7)

件

150

(44.1)

7

(43.8)

(一)

30

(22.6)

10

(10.6)

(一)

4

(26.7)

1

(7.1)
78
(21.3)

23
(29.5)

303
(28.1)

件

42

(12.4)

(一)

1

(100)

49

(36.8)

7

(7.4)

(一)

5

(33.3)

(一)

130

(35.4)

16

(20.5)

250

(23.2)

_件

(一)

(一)

(一)

5

(3.8)

2

(2.1)

(一)

6

(40.0)

(一)

77

(21.0)

7

(9.0)

97

(9.0)

20%以 上

_件

(一)

'(一)

(一)

(一)

(一)

21

(100)

(一)

(一)

56

(15.3)
10
(12.8)

87
(8.0)

合 計

件

340

(100)

16

C100)
1

(100)

133
(100)

94
(100)
21
(100)
15
(100)

14
(100)

367
(100)

78
(100)

1,079
(loo)

備 考:(1)カ ッコ内は合計 を100と す る百分比 。(2)年 収400円 以上 の業者 の借入 利

率平均 は11.7%,400円 未満 の業者 では15.1%,全 平均 では13.0%で あ る(
下記 資料,630頁)。

資料:東 京市役所,前 掲書,64C-3頁 。

第6表 東京市中小商業者の資本金別主要金融機関利用状況(昭 和11年)

借入機関

.銀 行

問 屋

親戚友人

合 計

借 入 口

傷離1蕩 鹸翻 計
件
40

(31.7)

61
(48.4)

25
(19.8)

126
(100)

件

52

(23.9)

96

(44.0)

70

(32.1)

218

(100)

件

92

(26.7)

157

(45.6)

95

(27.6)

344

(100)

'借 入 金 額

穿万奇以雲障請 未霧 十昌=口

円

340,350

(54.5)

184,570

(29.6)

99,500

(15.9)

624,420

(100)

円

77,173

(28.3)

134,114

(49.2)

61,060

(22.4)

272,347

(100)

円

417,523

(46.4)

318,684

(35.5)

160,560

(17.9)

896,767

(100)

備 考:上 記以外 の借入先 もあ るが,省 略 してあ る。 カ ッコ内 は合計 を100と す る百

分比。

資 料:国 政研 究会 『東京市 に 於 け る中 小商業金融実地調 査」(同 会,昭 和12年),
9,44-7頁 。
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第7表`愛 知県毛織工業金融機関別借入金及び金利口数(昭 和ll年)

借 入 先

銀 行

信 用組 合

問屋 卸 商

保 険会 社

無 尽 会 社

質 屋

倉 庫

個人金融業

機械器具商

整理加工業

そ の 他

計

金 利 別 口 数
・%11場 「5%16・/・17%8%tg%

0

2

3

6

1

11

184

151

340

852

2

Q
/

3

2

Q
σ

1

30

30

103

0
/

0

周
1

Q
!

-

り
δ

11

13

29

200

8

5

6

4
・

3

8

1
み

31

1

0

8

4
.

8

1
0

7
'

Q
ノ

(ソ

4
・

ご
」

リ
ノ

5

1

う
白

2

3

30

257

0

8

く
り

つ
乙

-
↓

8

1

33

34

129

1
0

4
.

く
ソ

3

Q
/

1

?
一

2

66

1

12

57

235

口 数

%

301(15.3)

123(6.3)

315(16.0)

18(0.9)

76(3.9)

2(0.0)

1(0.0)

216(11.0)

188(9.6)

164(8.4)

560(28.5)

1,964(100)

金 額

千円9←
3,241(31.3ン

113(1.1>

3,451(33.3)

14(0.1>

60(ot6>1

3(0.0ン

0(0.0>

453(4.4>

46(0.5)

574(5.5)・

2,400(23.2)。

10,358(100ン

備 考:合 計 と内訳が一致 しない もの もあ るが,原 表 の ままに してあ る。 「そ の他」

中に ては親戚 知己が大部 分を 占め る(下 記資料,258頁)。

資料=「 愛知県毛織工 業振 興委員会速 記録」255-256頁(藤 田敬三 編 「下請制工 業』

有斐 閣,昭 和18年,369-371頁 よ り)。

鋪8衷 愛知県尾西地方毛織業者借入先別(昭 和12年)(単 位・%)

銀 行

信 用 組 合

問 屋

保 険 会 社

無 尽

賃 屋

個人金融 業

機

整

そ

械

理

の

計

商

業

他

機械10台 未 満 の 業 者

内 織i賃 織1兼 業1内
織機10～49台 までの業者

織1賃 織1兼 業

13.9

2.0

24.2

0.2

46.6

1.6

1L5

100.0

3.7

11.9

3.7

0.7

10.0

0.9

30.0

1.5

2.8

35.2

100.0

18.4

2。8

22.7

0,3

13.0

42.8

100,0

34.1

0.3

31.7

0.1

0.3

2.4

0.6

7.3

23.3

100.0

10.1

5.5

24.7

1.4

1.9

1.5

2。0

13.9

14.0

100.0

20.2

0.8

43.9

0.5

0,2'

1.6

0.1

2.9

29.8

100.0

備考:合 計 と内訳が一致 しないものもあるが,原 表のままに してある。

資料:東 洋経済新報社 「地方金融 の検討一 大戦下の地方銀行特輯」(同 社,昭 和.

17年),103頁 。
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欝9表 農村における借入先(昭 和4年)

金 融 機 関 金 倒 比 率
%

28.3

7.4

6.7

1.7

12.5

13.8

1.4

56.4

100.0

一15一

行

行

行

行

行

合

他

他

　

驚

組
∵

計

業

工

道

鎌

険

そ

鷲

講

業
保
人

易

合

銀

産

簡

個

百万円

1,299

339

306

76

578

635

62

2,589

4,589

備考:農 林省調べ。

資料:『農林金融便覧』(1953年版),248頁 。

であって,問 屋および金貸の貸付の場合がほ とんど無担保であるのと好対照

をなしていた。

昭和初期の中小商工金融調査(第4・5表)お よび昭和10年 代は じめの同

種調査(第6・7。8表)か らもわかるように,中 小企業者で も経営規模の

大きい ものほ ど銀行か ら融資を受け る割合が大き く,規 模が小 さくなるにつ

れて問屋金融に依存 し,零 細業者では個人金貸に頼るとい う関係になってお

り,こ の傾向は明治末年 い らい 変化は なかった。 そ して負担する金利 もま

た,銀 行,問 屋,個 人金貸の順に高 くなっていた。第7・8表 に示さるよう

に愛知県の毛織業金融調査で も,こ れ まで述べてきた金融機関別および金利

についての特色が同 じよ うにみ られ る。昭和11年 の国政研究会による東京市

の中小商業者金融調査では,中 小商業者は経営の順調な場合には大体1割5

(13)

分 までの金利負担には耐え られ る,と の ことである。そ うであれば,昭 和5

年当時の中小企業者借入件数の20%近 くが,経 営破滅の危険がある高い金利

を支払 っていた ことになる(第5表 参照)。 昭和恐慌過程で,地 方銀行→問屋

→中小企業 とい う金融ルー トが,地 方産業の不況および地方銀行合同によっ

無担保が43%に もなっているの・

は,貯 蓄銀行が行 っていた定期、

積金者への貸付(大 正初期に始

まる)に よるものであって,定

期積金を満期の中途 まで掛けた

とき(つ まり半分払込んだとき)

契約金額全額の貸付(正 式には

定期積金給付金限度貸付)を 受

け る制度を利用 した もの で あ

る。この種貯蓄銀行貸付を除け

ぽ,銀 行貸付の大部分は有担保

(13)国 政研 究会,前 掲書,17頁 。
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て切断されてい く過程で,低 利 ・無担保金融機関の設置を求めて中小企業者

が運動 したの も当然であろ う。

一方,農 村金融の面においても,中 小企業金融と同様な事態がみ られた。

わ が国農家はほとんど小作農であった。自作農でも所有耕地は小 さく,銀 行

の担保とす るには不適当であったか ら,農 家借入金のなかば以上(昭 和4年

では56%,第9表 参照)は 「個人金貸,そ の他」か らの ものであ り,そ の他

とは米穀商,肥 料商,地 主 ・富農層であった。ただ農家金融の場合,信 用組

合か らの借入金の比率が高いことが,中 小商工業金融 の 場合 と異なってい

た・ しか し信用組合の場合に も,第2次 大戦期 までは出資金額,貯 金額,借

入額のすべてにおいて地主の占める割合が大 きく,地 主以外には富裕な自作

農 の利用度が高かった。したがって貧農層は高利貸か らの借入負担に苦 しめ
　 ラ

られていた。

以上述べてきた地方金融機構一 中小企業金融および農家金融機構一 か

ら,問 屋および高利貸など前近代的金融機関が排除されたのは,日 華事変以

後 の戦時経済体制下においてであ り,こ の排除過程の進行は同時に地方銀行

合 同推進の過程でもあった。

第2章 明治後期か ら大正中期 までの銀行合同

1.銀 行合同史の概観

第10表(1)に 示されているように,わ が国の銀行合同史は四つの時期に分け

(14)「 ……小前即チ小農 ノ大部分バー・時的資金 ヲ地主其他近傍ノ資産家タル農家

二仰クモノ多シ此地主 ノ融通タル小作人 ノ保護奨励 ノ必要上ヨリナスモノ多キヲ

以 テ利率 ノ如キモ念頭ニナク低利ナル融通 ヲナシ又商人ハ農具肥料代金ノ支払 ヲ

或期間猶予シ以テ直接間接二農業金融二資スル所多シ」(日本銀行秋田支店,前 掲

賓料,377頁)。 また産業組合については,つ ぎのように述べ られている。 「産業

組合ハ農村殊二中農以下 ノ金融機関 トシテ利用セラル ト錐モ各組合ニハ各人二対

スル貸付限度アリテ自然上二厚 ク下二薄キコ ト・ナ リ加フルニ資力常二不足勝チ

ナルヲ以テ小農金融機関 トシテ其活動充分ナラス遺憾 ノ点頗ル多 ク考慮ノ余地存

スルモノ・如シ」(同,374頁)。 産業組合に よる金融が効果的に行われるように

なるのは,米 穀統制が開始 され たあとのことである。
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ち れ る。第1期 は 明治35一 大 正2年,第2期 は 大 正3-一 一8年,第3期 は 大 正

9-一 一昭 和7年,第4期 は昭 和8-20年 で あ る。 明治35年 は 普通 銀 行 数 が 減 少
(15)

しは じめた年である。これ よりさき明治29年 に 「銀行合併法」が公布 され,

肖銀行合併 の際に債権者た る預金者の同意 を必要 としない とい う規定が定め ら

.れ,合 併手続は簡素化 されたが,現 実には合併はほ とん ど行われなか った。

同法の合併手続規定は,明 治32年6月 施行 の商法において継承され,銀 行合

'併 法 は 明 治33年1月 に 廃 止 され た
。 した が って,わ が 国銀 行 合 同 史 は 明 治29

・年 に始 ま る とす る よ りも,わ た くしは,銀 行 数 が実 際 に減 少 した 明 治35年 に

(16)

瀾 始 された とする立場をとりたい。

第3期 までの合同の うち,第2期 には第1次 大戦期のブームに よる銀行資

'力の増大をめざす 「積極的合同」が行われた
。 この第2期 の合同を除 くと,

・弱体銀行の経営が行 きづ まった り,休 業状態におちいった場合に合同に参加

した例が多 く,さ らに第3期 後半では銀行法の規定す る最低資本金額に達 し

ない多 数の銀行が,合 同に参 加 した の で,「 消極 的合 同」 と呼 ば れ て い る。

一そ して第3期(大 正9一 昭 和7年)の 合 同 も,金 融恐 慌(昭 和2年3--4月)の

〈15)こ こにい う 「銀行合併」は 「銀行合同」のことである。'銀行合同には新立合

併,吸 収合併および買収 の3形 式があり,こ の3形 式のいずれかに よる銀行資本

の 集中を 「銀行合同」とい う。 銀行の新立合併とは,い くつかの銀行が集 まって

1つ の新 しい銀行を作 り,旧 銀行は解散 して合併す ることである(名 称は旧銀行

の うちの1つ を継承することもある)。吸収合併 とは,吸 収する側の銀行(A銀 行

とす る)が 増資 して,そ の増資新株をもって吸収 され る銀行(B銀 行 とする)の 株

式 と交換 し,B銀 行は解散す るとい う形式の合併である。 この二つが法律上の合

併 である。買収とは,買 収銀行が被買収銀行 の株式を買取 り,債権 ・債務を継承す

るもので,被 買収銀行は解散 し,買 収銀行の資本金には変化がな く,「 営業譲渡」

ともい う。 買収の場合,被 買収銀行 の株主に払込資本金相当額が支払われるが,
・そ のほか被買収銀行 の資産状態に応 じて 合併交付金が支払われる(新 立 ・吸収合

併 の場合で も,新 株式の交付のほかに合併交付金が支払われることもある)。 した

が って合同の際 の旧銀行資産 ・負債の評価は重要な意味をもつ。 だから新立合併

の際の旧銀行の諸評価は,大 蔵省または 日本銀行に よって行われる例 も多かった。

〈16)金 融研究会r我 国に於ける銀行合同の大勢』(同 会,昭 和9年)は 明治29年

説を とり,万 成滋は明治35年 説を とらている(「 日本における銀行集中の過程」,

「経済評論」昭和23年2月 号)。 いずれに しても実際には大 きな違いではないが,

明治34年 に銀行数が ピークに達 し,明 治33-4年 恐慌が政府や銀行業者に大 きな
影響を与えたことを考慮すれば,35年 説をとるのが適当と考え られ る。
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前後では,法 律的強制の有無の点で違いがあ り,二 つの時期に分けて考察す

る必要がある。この第3期 は,期 間減少率最大であった第4期(昭 和8一 昭

和20年)と ともに,銀 行合同が集中的に行われた時期であ り,し か も,「 地.

方的合同」または 「一県一行主義」 とい うわが国銀行合同政策の特色が明確

にあ らわれてきた点で も,注 目すべ き時期である。

銀行消滅原因か らみると,第1期 と第2期 では解散 ・破産 ・廃業 ・転業な=

どが多 く,第3期 では合同に よる消滅の比率が60%を こえ,圧 倒的多数を占

めている。つ まり第3期 には合同に よって多数の銀行が急速に姿を消 してい

第le表(1)各 期における銀行集中の規模(明 治35一昭和20年)

期 間 膿 糠 唾 鷺1穰 膿1勧 簸膿 少騒、

第1期(明 治35一 大 正2年)

第2期(大 正3一 大 正8年)

第3期(大 正9一 昭和7年)

第4期(昭 和8一 昭和20年)

行

2,385

2,157

2,053

650

行

2,157

2,053

650

69

行

228

104

1,403

581

行

19.0

17.3

107.9

44.6

%
9.5

4.8

68.3

89,3

資料:万 成滋 「日本における銀行集中の過程」.『経済評論』昭和23年2月 号,37頁 。

第10表(2)期 別 に み た 普 通 銀 行減 少原 因(明 治35一 昭和2(輝)

期 間

第1期(明 治35-一大 正2年)

第2期(大 正3-一 大正8年)

第3期(大 正9一 昭和7年)

第4期(昭 和8一 昭和20年)

破 産廃 業

行

268

(57.0)

83

(22.0)

525

(33.7)

94

(17.9)

合 同

新立合併級収合併1買 収一
46行(9.8)%

80(21,1)

1,012(65。0)

行 行 行

17642214

(33.5)(8.0)(40.7)

貯蓄銀行
へ 転 業

行

156

(33.2)

215

(56.9)

19

(1.2)

(一)

合 計

行'

470

(100>

378

(100ン

1,556

(100>'

526

(1∞)・

備 考:(1)第16表 でみ るよ うに,第3期 の大正12年 か らは 合同欄内 は細 分化 され て

い る。

(2)第2期 中 の大 正4年 には,貯 蓄銀 行条例改正 に よ り155行 が貯 蓄銀行 へ

転業 したか ら,こ れ を除 くと第2期 はつ ぎの よ うにな る一 「解 散等」 は

83行(37.2%),「 合 同」 は80行(35.9%),「 貯 蓄へ転業」 は60行(26.9・

%),「 合計」 は223行(100%)。

資料:『 銀 行局年報』。
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第11表 普通 銀 行 数 異動 状 況(明 治34-一大正8年)

一19一

欄

年 別

増 加 減 少

年間減少

(B-A)

年 末

現在数新 設
貯 蓄
よ り

転 業
計 ㈲
解 散 合 併

鑛(買 収を含 む)嵯 業

貯 蓄
計 ⑧

明治34年

明治35年

明治36年

明治37年

明治38年

明治39年

明治40年

明治41年

明治42年

明治43年

明治44年

大正1年

大正2年

大正3年

大正4年

大正5年

大正6年

大正7年

大正8年

4

6

5

3

9

5

7

7

4
・

1

0

8

1

3

4

0

5

6

9

9

2

1

1

1

1

2

1

1

1

1

2

15

6

6

3

9

6

2

～

1

7

一

2

4

6

1

3

3

4

6

0

9

5

8

6

3

6

6

1

5

1

5

8

6

6

9

2

9

2

1

3

1

1

1

1

2

2

1

1

1

1

3

5

1

6

9

1

1

4

8

8

0

7

5

8

5

4

0

9

5

0

4

3

2

3

3

2

2

2

2

1

1

1

1

1

1

2

7658

5339

56697

41659

31448

31135

81143

31041

3334

3215

1614

6819

2626

31836

2155161

71431

161045

21339

311566

6

3

7

0

3

7

7

8

8

1

3

3

3

7

5

3

2

2

1

増

6

5

1

3

5

9

0

4

2

く
ソ

ー

2

嶋∠

つ0

1

増

増

1,890

1,857

1,780

1,730

1,697

1,670

1.663

1,635

1,617

1,618

1,615

1,621

1,616・

1,595

1.442

1、427

1,398

1.378

1,344

資料:『銀行局年報』。

第12表(1) 普通銀行の公称資本金別(明 治34一大正7年)

5万 円年 末
未 満

5万 円10万 円30万 円50万 円
以 上 以 上 以 上 以 上 卿万里 合 計

明治34年

明治40年

大正2年

大正5年

大正7年

行

450

(27.9)

346

(23.6)

261

(17.9)

233

(16.3)

200

(14.5)

行

431

(26.7)

361

(24.6)

324

(22.7)

291

(20.4)

272

(19.8)

行

522

(32.3)

526

(35.8)

552

(37.9)

563

(39.5)

512

(37.2)

行

74

(4.6)

80

(5.4)

98

(6.7)

96

(6.7)

81

(5.9)

行

67

(4.2)

83

(5.7)

124

(8.5)

141

(9.9)

164

(11.9)

行

70

(4.3)

72

(4.9)

98

(6.7)

103

(7.2)

148

(10.7)

行 陶

1,614

(100>

1,468

(loo>

1,457

(100>

1、427

(100>

1,377

(100>

備考:『 銀行局年報」の計数 と一致 しないものもある。

資料:『 銀行総覧』。
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第12表(2)普 通銀行の公称資本金別(大 正8-一昭和7年)

年 末 薯瓢 万上評里融至融至融翻 躍 翻姫 合計

大正8年

大正9年

大正11年

大正12年

昭和2年

昭和5年

昭和7年

行

404

(30.0)

295

(22.2)

295

(16.1)

232

(13.6)

140

(10.9)

51

(6.5)

(一)

行

545

(40.5)

476

(35.8)

606

(33,0)

526

(30.8)

350

(27.3)

138

(17.6)

(一)

行

206

(15.3)

290

(21.8)

469
(25.6)

442
(25.9)

327
(25.5)

212
(27.1)

147
(27,3)

行

99

(7.4)

　　　

(10.6)

252
(13,7)

281
(16.5)

251
(19.6)

192
(24.6)

214
(39.8)

行

41

(3.0)

61

(4.6)

119
(6.5)

126
(7.4)

112

(8.7)

98

(12。5)

94

(17.5)

行

25

(1.9)

ヨ　

(2.6)

56
(3.1)

53
(3.1)

48
(3.7)

43
(5.5)

38
(7.1)

行

26

(1.9)

　
(2.0)

31
(1.7)

38
(2.2)

47
(3.7)

41
(5.2)

38
(7.1)

行

)

7
の0

)

ワ
σ
4
.

O

)
Q
/50

)
8
/OO

)

)

7

0
ノ

ワ
」
つ
σ

0

1

(

(

(

(

(

(

(

行

1,345

(100)

1.331

(loo)

1,835
(100)

1,706
(loo)

1,283
(100)

782
(100)

538
(100)

備考:(1)r銀 行局年報』の計数 と一致 しないものもある。

(2}ee大 正11年 のみは,1月 末 日現在。

資料:『 銀行総覧』。

っ た こ とが示 され てい る(第16表 参 照)。

わ が 国 銀行 合 同を 促 進 した 内部的要 因は,第2期 の合 同 の場 合 を 除 き,地

方 銀 行 の経 営 上 の 困難,破 綻 な どで あ るが,大 蔵 省,日 本 銀行,府 県 な どは
ロわ

上 か ら,ま たは外部か ら銀行合同を強力に 「勧奨」 した。このような国家権

力を中心 とす る勧奨が合同を促進 した力はまことに大きく,こ の勧奨がなけ

.れぽ,わ が国銀行制度は今 日の姿を実現できなかったであろ う。 この勧奨行

為 を根拠づけるもの として,金 融機関を規制す る方向で諸条例,諸 法律が制

定 または改正され,い ろいろな通牒(主 として大蔵省)が 発せ られた。

2.第1期(明 治35一 大正2年)の 銀行合同

わが国最初 の資本主義的恐慌といわれる明治23年 恐慌以後,た びたび恐慌

が襲来 し,そ のつ ど国民経済および国民生活に多大の影響を及ぼし,と くに

(17)「 勧奨」とい う言葉には,行 政指導,勧 誘,奨 励,干 渉,強 制な どの複雑な意

味 が含 まれていた点に注意すべきである。
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多数の銀行が取付にあい,ま た支払停止におちいる金融 パニ ック も頻発 し

た 。第13表 の よ うに,明 治34年,同40-41年,大 正9年,同11年,同12年,

昭 和2年,同6年 な どは,と くに 銀行 休業 の多 い年 で あ った。

上 にあげた各年 において休業 した銀行を資本金額別にみた のが第14表 で あ

って,後 年 に な るほ ど大 銀行 の休 業 が ふえたのが 目立 ってい るが,概 して 休

業 銀行 は小 規 模 の ものが多 い。第1期 に含 まれ るの は,明 治34年 恐 慌 と明 治

第15表 普 通 銀 行(一 部には貯蓄銀行を含む)の 休業 数

期

明治34年 恐慌(3月 一7月)

明治40-41年 恐慌

(40年2月 一41年7月)

(40年3月 一41年6月)

(時 期 不 詳)

大 正9年(4月 一6月)

大 正10年

大 正11年

間 隣 行劃 期
行

31

①47

竃li

29

151

年

年

年

年

2

3

4
、

5

1

ーユ

ー

-

正

正

正

正

大

大

大

大

昭 和2年

昭 和5年

昭 和6年

休 業間i
銀 行 数

禄
っ
δ

∠
0

く
ゾ

ウ
」

つ
0

ー
ム

42

17

④35

備 考:(1)④ ～③ の注記号 を付け たのは,各 種調査 ごとに休業銀行数 が一一致 しない

もの,④ は特殊 な計 数で あ ることを示す(下 記 資料を参照)。

(2)大 正11年 以降 の休 業銀行中 には,貯 蓄銀行 を含 まな い。

資料:(1)明 治34年 は 「銀 行通信録 」第189号(明 治34年7月),「 日本金融史資

料」 明治大正 編 第6巻(大 蔵 省印刷局,昭 和32年),531-2頁 。

(2)明 治40-41年 につ いては,① は 日本銀 行調査 局 「日本 金融史 年表(自 明,

治元年至 昭和三十五 年)」(同 局,昭 和36年),30頁 。② は筆者 が 「銀 行通

信録 」 の関係記事 よ り集計 した もの。⑧ は佐竹浩 ・橋 口収 「銀行法」(有

斐 閣,昭 和31年),73頁 。

(3)大 正9-15年 は佐 竹 ・橋 口,前 掲書,73-4頁 。なお・同期間 の毎年 の休業

銀行名,休 業時期 は銀行問題研 究会 「昭和 金融 恐慌 史 』(同 会,昭 和2年),

222-5頁 に記載 され てい る。大 正11年 では別 に2貯 蓄銀 行が休業 した。

(4)昭 和2年 は,日 本 銀行調査局 「関東大震災 ヨ リ昭和2年 金融 恐慌 二至 ル

我財 界」(昭 和8年),『 日本金融史資料 」 明治大正編,第22巻(大 蔵 省印

刷局,昭 和33年),986-7頁 。 このほか台湾銀行,徳 島貯蓄,あ か ち貯 蓄

の3行 が休業 し,総 計45行 とな る。

(5)昭 和5年 は,東 洋経済新報 社 「日本経 済年報 」第3輯(同 社,昭 和6年

2月),168-9頁 。

(6)昭 和6年 の④ は,6年 中に休 業 し,7年4月 現在 開店休業状態 にあ った.

行数,日 本商工会 議所 「開店休業銀行 調査(昭 和7年4月 現在)」(同 所).

『岩 手殖産銀行二十 五年史 」(岩 手銀 行,昭 和36年)所 収,330-1頁 よ りσ



一22一 商 学 討 究 第15巻 第4号

40-41年 恐慌である。明治34年 恐慌で支払停止となった銀行32行 の うち,公

称 資本金10万 円未満は半数の16行 もあり,50万 円未満を合わす と26行 にも達

していた(第14表(1)参 照)。 政府は,こ の恐慌において資本金の少ない銀行

二および零細貯蓄預金を取扱っていた弱小銀行が激 しい取付を受けた り,あ る

いは破綻 したのをみて,銀 行条例および貯蓄銀行条例の改正に より,資 本金

最低額を引上げ,放 漫な貸付を防止 しようとしたが,銀 行業者の反対にあっ

第14表(1)休 業 銀 行 の 資 本金 規模 別(明 治34一 大正12年)

資本金規模別 葱治34穫 騨 塩 擁 翻 大正11年1大正12年

公

称

資

本

金

■

払

込

資

本

金

lo万 円 未 満

10万 円 以 上

30万 円 以 上

yo万 円 以 上

100万 円 以 上

200万 円 以 上

合 計

5万 円 未 満

5万 円 以 上

10万 円 以 上

25万 円 以 上

50万 円 以 上

100万 円 以 上

合 計

6

8

2

3

1

1

1

31

行

2

Q
/

7

0

2

1
一

1

31

ー

ワ
」

り
乙

E
J

ー
ム

ー

1

ー
ユ

37

行 行 行 行

1

8

3

4

1

0

2

37

5

り
0

ラ
御

2

一「
V

弓
δ

30

4
・

0

4

6

3

3

1

30

0

4

0

3

4

4
.

15

1

0

4

2

4

4

15

6

6

4
,

7
・

4
.

く
り

榮33

2

ワ
・

Q
/

3

8

3

静33

備考:(1)大 正9-10年 までは,貯 蓄銀行 と貯 蓄兼営 普通銀行 を含 み,11年 以 降は

含 まない。

(2)明 治34年 恐慌は同年3月 一7月,明 治40-41年 恐慌 は40年3月 一41年6

月,大 正9--10年 恐慌 は9年4月 一10年8月 の期 間を とった。

(3)ee印 の大 正12年 中の休業銀行 中には,資 本金額 不 明の1行 を含む。銀 行

問題研 究会 「昭 和金融恐慌史 」所 載 の銀 行名が,「 銀行 総覧」 では見 当 ら

なか ったか らであ る。

資 料:(1)明 治34年,40-41年 につ いては第13表 の資料(1),(2)と 同 じ。

② 大 正9-10年 は,『 銀行 通信録 」第429号(大 正10年7月),84-5頁 お

よび 日本銀行調査 局 「世界戦争終 了後 二於 ケル本邦財 界動揺史」,『日本金

.融 史 資料」 明治大正 編,第22巻,712頁 よ り。

(3)大 正11,12年 は銀行問題研 究会,前 掲 書,223頁 。
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第14表(2)昭 和恐慌期休業銀行の資本金規模別(昭 和2,5-7年)

資本金規模別1鰹 欝 鷺 繋創 離篠翻

公

称

資

本

金

払

込

資

本

金

50万 円 未 満

50万 円 以 上

100万 円 以 上

200万 円 以 上

500万 円 以 上

1、000万 円 以 上

合 計

25

25

50

100

200

500

合

満

上

上

上

上

上

未

以

以

以

以

以

円

円

円

円

円

円

万

万

万

万

万

万

計

行

7

11

10

3

7

4

42

1

0

片1

4

く
)

く
)

2

1

1

4

行

4

1

6

3

1

2

17

4
。

3

3

3

2

2

71

行

7

13

16

11

5

4

56

.7

3

6

9

7

4

6

1

ー

ピ
」

備 考:(1)貯 蓄 銀行 を含 まない。

(2)「 昭和5-7年 の開店 休業銀行」 とは,昭 和5-一一7年4月 の期間 に 休業 ま

たは休業状態 とな り,し か も7年4月 現在 において も開店 休業状態 であ っ

た銀行 の こと。

資料:(1)昭 和2年 は,第13表 の資料(4)と 同 じ。

② 昭 和5年 は,同 上 資料㈲ と同 じ。

(3)昭 和5-一・7年は,同 上 資料{6)と同 じ。

(18)
"て果たせなか

った。しか し政府は弱小銀行の増設をおさえるため,明 治34年
(19)

8月 と9月 に通牒を発 して,新 設銀行の公称資本金を50万 円以上と定めた。

・これ以後,わ が国普通銀行数は次第に減少をみせ ることになった。その後,

一:大正4年 の貯蓄銀行条例改正による普通銀行 の貯蓄銀行への転化を主因 とす

る減少,お よび大正11年 の貯蓄銀行法施行に ともな う貯蓄銀行の普通銀行へ

の 転業による増加 とい う例外的な事態を除けば,普 通銀行数は毎年減少 して

VLいったが,減 少のテ ソポは第1期 と第2期 では,あ まり速 くなかった。

(18)滝 沢直 七 「稿本 日本金融史論 』(有 斐 閣,大 正元年),677-9頁 。

〈19)金 融研 究会 「我 国に於 け る銀行 合同 の大勢 」(同 会,昭 和9年),223--4頁 。
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明治40-41年 恐慌の際には,日 本銀行調べでは取付銀行139行,休 業銀行

47行 にも達 した(筆 者が知 りえたのは37行)。 明治34年 恐慌の場合で も同様 一

であったが,休 業銀行の約半数は専業貯蓄銀行および貯蓄業務兼営普通銀行
(20)

であった。そ して この恐慌で も,休 業銀行37行 の うち30行 までが公称資本金一

50万 円未満の弱小銀行であった。

さきに も述べたよ うに,地 方銀行の多 くは地方問屋や中小商工業の上層部・

に融資していたが,地 方産業は少数の業種に まとまっていたため,景 気変動=

の影響を大き く受けやすかった。また地方には確実で有利な取引先が少ない・

ため もあ り,投 機的 または放漫な貸出方針を とるものも少な くなかった。 と

くに銀行重役の関係会社へ多額の貸付を行った り,甚 だ しい場合には,重 役.

の株式 ・商品投機資金の供給さえも行 っていた。このよ うに放漫経営のもの

は もちろん,そ のほかの地方銀行 もその後の恐慌のたびごとに地方産業,と

くに製糸業 ・織物業の不振により,地 方問屋の没落とともに破綻 した り,貸

金回収難におちいった りした。

そ して明治34年 恐慌以来,恐 慌 または銀行動揺のあるたびに地方弱小銀行讐

の多 くが経営の脆弱性を暴露 したので,預 金は大銀行に集中 して い っ た か・

ら,弱 小銀行は預金に高金利をつけた り,集 金人を派遣 した りして,預 金集

めに狂奔 した。 このように割高 なコス トの預金を集めれば,そ の運用 もまた

高利回 りのものを求めざるをえな くなった。 したがってその運用方法の うち・

比較的確実なのは,不 動産担保による問屋 ・中小企業上層部 ・地主などへの

長期貸付であ り,不 健全なもの としては重役 または銀行の関係す る企業への・

固定貸付および投機資金貸付が行われた。また この種の貸付が可能であ り,

また必要があったか らこそ,高 い コス トの預金をも吸収できたのである。あ・

(20)専 業貯蓄銀行 とい うのは,貯 蓄銀行条例の規定に より営業 していた貯蓄 ・貯

蔵 ・貯金銀行の名称を有するものであるが,そ のほとん どが普通銀行業務を兼営

していた。 貯蓄業務兼営普通銀行とは,普 通銀行であ りなが ら貯蓄業務(つ まり
1回5円 未 満の貯蓄性預金や定期積金を預ること)の 兼営を認可 されていたもの

で,大 正10年 公布 の貯蓄銀行法に よって両者 とも兼営を認められなくなった(の'

ち昭和18年 にふたたび普通銀行は貯蓄業務兼営を認められ,現 在に至 っている)P,.

.'
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る匿名評論家は明治40年 は じめの弱小銀行経営について,つ ぎのよ うに述べ

ている。 「……我銀行業老が,斯 くも小額の預金を擁 し,之 に高利を払ひ,

而か も不利益なる事情の下に於て,多 大の利益を挙げ得 る所以の ものは,全

く其本業の軌道を脱 し,一 つに投機的,冒 険的利益を以て,営 業潤益の主位

を形成せ るに基 くを知るな り。則ち或は不確実なる株券を徴 して高利の貸付

を行ひ,或 は売却 し難 き動産不動産の抵当貸を為 し,或 は所謂機関銀行 とし
くヨリ

て,銀 行家にあるまじき事業資金を注入せ るもの恐 らく其多 きに居るべ し。」

明治40-41年 恐慌か ら大正3年 にかけての不況期には,弱 小銀行の うちか

ら経営の行きづ まりによって,解 散 ・破産 ・廃業するものが続出した。第12

表(1)によって,公 称資本金10万 円未満の行数について,明 治34年 末と大正2

年末 とを比べれぽ,881行(総 数の55%)か ら807行(同48%)へ と減少 し

ている(『 銀行総覧』による)。 銀行の消滅原因では,合 同はわずかに10%

にすぎず,業 務の廃止は57%,貯 蓄銀行への転業は33%で あった(第10表(2)

参 照)。

第1期 では,合 同はあまり銀行数減少に影響を与えなかった。 しか しこの

間に,政 府の小銀行合同の方針は次第に明確にな り,大 蔵省は明治44年10月

の通牒によって,人 口10万 人以上の市で普通銀行を設立する場合,資 本金は

100万 円以上 とした。 同通牒は,地 方小銀行は合併 して多数銀行間の競争に

く　ラ

よる弊害を除き,銀 行の基礎強化をはかるべ き旨をも諭達 した。そ して翌45

年 春の関西銀行大会において,山 本蔵相は 「……銀行の合併を奨励 して基礎

の輩固を図 り,… …銀行の濫設を戒め人 口十万以上の都会に在 りては資本金

百万円以上に非 ざれば之 を許可せず,そ れ以下の 都会に在 りても之に準 じ
く　 　

て小銀行の設立を許さ父る方針なり」 と演説 した。

明治34年 恐慌以後,安 田銀行(現 在の富士銀行)は 地方銀行を系列化す る

(21)「 我銀行 の宿弊は高利 な る預金に在 り」,

年6月15日),5頁 。

(22)金 融研 究会,前 掲書,附 録53-4頁 。

(23)同 上,203頁 。

『東洋経済新報」第489号(明 治42
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第15表 安 田 銀 行 の 関 係 銀 行

創立当時の行名(創 立年月)

ee第 三 国 立(明 治9 .12)

第 八 十 二 国 立(明 治11.11)

第 百 三 国 立(明 治1L10)

ee日 本 商 業(明 治28 .11)

ee明 治 商 業(明 治29.3)

金 域 貯 蓄(明 治29.9)

第 九 国 立(明 治10.11)

ee根 室(明 治30 .8)

群 馬 商 業(明 治33.5)

信 濃 金 融(明 治33.3)

ee第 二 十 二 国 立(明 治10.10)

ee京 都(明 治27.3)

第 十 七 国 立(明 治10.9)

ee第 六 国 立(明 治10 .2)

ee第 百 三 十 国 立(明 治11.12)

第 九 十 八 国 立(明 治11.11)

第 三 十 七 国 立(明 治11.10)

ee信 濃(明 治22 .5)

第百二十九 国立(明 治11.12)

正 隆(明 治41.1)

第 三 十 六 国 立(明 治ll.2)

関 西 貯 蓄(大 正2.1)

栃 木 農 商(明 治27.3)

ee神 奈 川(明 治29.6)

吉 浜INe(明 治31.9)

帝 国 商 業(明 治27.9)

富 山 橋 北(明 治29.3)

中 備(明 治29.3)

肥 後 協 同(大 正14.7)

博 多(大 正15.1)

改称された行名(改 称年月)

第

安 田 貯

十

肥

百

第

高

十

九 十

大 垣 共

正酷離

十

伊
農

三

木
木

第

関

栃
栃
∬
、

ll正伏轍夜昼本日

第

富

肥

三(明 治29.12)

蓄(大 正9.1)

二(明 治30.1)

七(明 治30.9)

後(明 治30.2)

十(明 治31.7)

八(明 治30.9)

知(明 治30.3)

立(明 治29.3)

六(明 治30.9)

11.1)

治43.9)

商(大 正14.12)

8)

三(昭 和2.4)

山(明 治44.6)

後(昭 和3.3)

安田関係と
なった時期

明 治9。12

明 治26.2

明 治26.12

明 治28.11

明 治29.3

明 治29.9

明 治30.一

明 治31.12

明 治33.5

明 治33,3

明 治34.7

明 治35.1

明 治36.6

明 治36.10

明 治37.7

明 治38.r

明 治40.10

明治41.10

明治42.6

明治44.6

大 正6.3

大 正9.5

大 正10.10

大 正10.4

大 正11.8

大 正12.2

大 正13.10

大 正15.9

昭 和3.3

昭 和 ユ0.12

備考:(1}ee印 の銀行 は大 正12年11月 に安 田銀行(保 善 銀行が改称)に 吸収 され た。

(2)'eMe印 の吉 浜銀行は 日本昼夜 銀行 とな る前 に,日 東,第 五,浅 野昼夜銀行

資料:「 富士 銀行8(輝 史 」(同 行,昭 和35年),付 図 よ り。
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そ の 後 の 経 過

一大 正12
.11

朋 治30.6

朋 治30.11

・大 正12
.11

招 和20.9

朋 治40.5

一大 正12
.10

大 正5.9

明 治33.10

・大 正12
.10

昭 和20.3

・大 正12
.10

昭 和18.2

昭 和20,10

大 正12,10

昭 和20,10

昭 和11.12

瑠 和17,6

ナ 正15.6

昭 和11.1

大 正12.10

招 和18.4

昭 和19.8

昭 和18.6

昭 和15.5

昭 和20.10

招 和16.2

保善銀行に合併。

第三銀行に合併。

日本商業銀行に合併。

保善銀行に合併。

〃

日本貯蓄銀行新立参加。

肥後銀行に合併。

保善銀行に合併。

明治商業銀行に合併。

明治商業銀行に合併。

保善銀行に合併。

〃

福岡銀行新立参加。

保善銀行に合併。

〃

千葉銀行新立参加。

安田保善社解散,現 在の四国銀行。

保善銀行に合併。

安田保善社解散,現 在の大垣共立銀行。

満洲興銀,朝 鮮銀行に譲渡。

日本昼夜銀行に譲渡。

四国銀行に合併。

足利銀行に譲渡。

保善銀行に合併。

安田銀行に合併。

安田銀行に譲渡。

北陸銀行新立参加。

中国銀行に譲渡。

安田保善社解散,現 在の肥後銀行。

十七銀行に譲渡。

之改称した。

とい う独特の地方銀行対策

を採用 した。第15表 のよう

に安田銀行が明治9年 か ら

昭和10年 までに系列下にい

れた地方銀行は30行 に達 し

たが,明 治34年 か ら明治末

年 までに系列化 したのは10

行 であった(34年 恐慌以前

の系列化は主 として地方銀

行設立当時に関係銀行に し

た ものであった)。 安田銀

行は,破 綻状態にあった地

方銀行株式を取得す ること

によって有力株主 とな り,

そ して安 田一族または安 田

系銀行か ら系列銀行へ重役

を送 りこみ,系 列銀行の資

金運用その他の経営も同行

の監督下においた。これ ら

系列地方銀行は,の ち大正

12年 の安 田銀行(設 立当初

は保善銀行 と称 した)の 設

立に参加 した ものが多 く,

同行の全国的規模での店舗

網の整備に役立った。安 田

以外の財閥銀行が金融恐慌

以後 まで地方銀行 となるべ
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く関係をもたぬ方針を とっていたのに対比すれば,同 行の方針は非常に顕著

な特色となっている(第15表 参照)。

明治4()一.-41年恐慌のあとでは,弱 小銀行が整理され,残 存 した地方銀行 も

貸出を引締め,そ して一層確実な担保付き貸付(つ まり不動産担保貸付)を

選ぶ ようになった。 このような貸出方針のもとで,地 方銀行が貸出を行える'

菜者は担保物件として不動産 しか所有 しない者が多か ったので,積 極的に不
　 　

動産貸付を行お うとす る動 きがあ らわれた。大阪の有力銀行である三十四銀

行は明治45年2月 に資本金を500万 円か ら1千 万円に増資 し,そ の増資分を
く　の

もって小資本の商工業者に対 して不動産抵当貸付を行 うことに決定 した。同、

行は同年4月 以降,増 資額500万 円,募 集打歩収得金約90万 円,積 立金約IO・'
く　 エ

万円を もって 「事業資金部」を設けて,小 商工業者金融を開始 した。このと

き不動産担保貸付だけでな く信用貸付をも行 うことも規定 されたが,実 際に

は信用貸付はほとんどなかった。この不動産担保貸付は1件5万 円以内で,

期限は5力 年以内,利 率は8.5--9%oと 定められていたが,普 通銀行が不動・

産担保貸付 とい う長期貸付を行 うことに よって生 じる経営上の危険を避ける

ため,貸 付原資は増資払込金 と積立金を当てることに し,事 業部 とい う専門.

　 　

の部門を設けるとい う周到な用意をした。しかし実際の貸出額は大正初期で

(28)(29)

1件 平 均15,872円 で,「 中企 業 に対 す る金 融 」 に と ど まった。 この よ うな情

(24)明 治34年10月 に も,藤 本銀行 の代表 者藤本 清兵衛 が 不動産抵 当貸付 を専門 と

す る銀 行 の設立 を出願 した(『 銀行 通信録 」第192号,明 治34年10月,『 日本金融

史資料 」明治大 正編,第6巻 所 収,568頁)。

(25)「 銀行通信 録」第316号(明 治45年2月),232頁 。

(26)日 本銀 行大 阪支店 「工 業者 ノ金融 二関 スル調査」(同 行,大 正4年),「 日本

金融 史資料 」明治大 正編,d第24巻,283頁 。

(27)「 銀行通信 録』,前 掲号 。

(28)日 本銀行大 阪支店,前 掲資料,284頁 。

(29)楠 見一正 「大 阪市に於 け る中小商工業 金融 調査』 下 巻(大 阪商科大 学経済研

究所,昭 和11年),348頁 。昭和4年 ごろ,三 十四 銀行 の事業資 金貸付 の1口 平 均

は58,000円 程度で あ って,や は り中企業金融 の性格 を脱 せず,し か も年 年先細 り

とな ってい った(松 崎 寿 「本邦 中小 企業金融論』,文 雅 堂,昭 和9年,168-一 一170・

頁)。
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一勢の反映 として
,日 本興業銀行 も明治44年 に不動産貸付を同行の営業科 目に

追加 した。その理由は 「地方に対 します る資金の供給を円滑に致します るに

・は,地 方に於 きまする唯一の資本とも申すべき不動産に対 しまする資金貸出

く　の

の 途を容易な らしめますることが,最 も有益な方法である」か らであった。

ここには地方金融の特質とその問題点の一つが,は っきりと示 されている。

前述のよ うに,地 方銀行が貸出方針を厳 しくしたので,中 小企業上層部や

澗 屋を経由 して融資を受けていた中小商工業者や農民は,金 融難に苦 しむ よ

うになった。貯蓄銀行および弱小普通銀行では,そ の預金が大銀行へ流出し

て いったので預金吸収に努力 し,定 期積金(大 正4年 の貯蓄条例改正まで積

立金 とか据置貯金 と称 した)の 形式で集金人を派遣 して貯蓄性預金の吸収に

熱中してお り,銀 行類似会社で もこれに微 うものが多数あった。この種預金

は どうしてもコス トが高 くなるので,高 利率の放資または投機的な貸付に向

・け られ,こ のため弱小銀行で破綻す るものが続出 し,預 金老保護の点で欠け

るところが多か った。だか ら定期積金および据置貯金を取扱 う業者を貯蓄銀

'行として規制す る目的で
,大 正4年 に貯蓄銀行条例は改正された。また同年

6月 に無尽会社を取締るため無尽業法が公布された(同 年11月 施行)。 この

無尽業法では無尽業務を免許制に し,公 称資本金を3万 円以上に法定 し,資

金運用にも限定が加えられた。同法は無尽会社を実質上禁止す るものだとい

.われた くらいで,大 正4年 末に2,263社 もあった無尽会社は大正5年 末には

"136社 に激減 した
。 しか し大正10年 以降,同 法の規定す る資金運用制限が緩

和 され,無 尽会社数は昭和8年 末には276社 とな り,同 法のもとでのピーク

・に達 した◎無尽会社は集めた掛金を掛金者に入札 または抽籔で融資してお り,

無担保融資が過半を占めていたが,他 の下級金融機関(信 託会社,貯 金会社

などと称した)も 無尽類似業務を中心に営業 した。また信用組合 も明治40年

・代に急増 し,次 第に無担保貸付を多 くして,高 利貸よりは低利の貸付を した

(30)第27回 帝国議会における桂兼摂大蔵大臣の興銀法改正の説明より(「 日本興

業銀行五十年史』同行,昭 和32年,67頁)。
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Qで ・主 として農民の金融上の要望にい くぶんそ うようになった。

以上みてきたように,明 治40年 代に中小企業金融問題の崩芽が発生 し,次

第に中小企業金融の特色が定着 した。これと対照的に財閥銀行は明治30年 代

後半か ら財閥企業の金融機関として一応近代的な銀行経営を確立 し,さ らに.

財閥銀行およびその他の大銀行は明治43年 の国債借換 シソジケー トを結成 し

て,公 社債の引受業務に も積極的に進出 したか ら,こ れ ら大銀行 と地方銀行

との格差はこの時期に一層明確になった。

5・ 第2期(大 正3一 大 正8年)の 銀 行 合 同

(1)こ の期の合同の特色(積 極的合同)

この時期はだいたい第1次 大戦中および戦後のブーム期であ り,わ が国経二

済が飛躍的に発展 した時期であって,こ の間の極度の経済成長が大戦後の慢

性的不況をまね くことになった。 また,こ の時期 の 株式 ブームに ともなっ

第16表 普通銀行数異動状況(大 正9一 昭和7年)

年 別

増 加 減 少
年間の減 少

(B-A)

年 末

現在数新設
貯蓄
より
転業
計
㈲

解散
破産 合 併

廃業(吸 収合併を含 む)
買収
貯蓄
へ

転業
計
(B)

大正9年

大正10年

大正ll年

大正12年

大正13年

大正14年

昭和1年

昭和2年

昭和3年

昭和4年

昭和5年

昭和6年

昭和7年

8

5

2

2

8

4

6

1

9

4

6

9

7

3

2

1

1

1

1

2

1

1

4

28

515

1

1

2

3

7

3

9

4

6

1

9

4

6

9

7

4

5

2

1

1

1

2

1

1

5

1

5

7

6

2

7

6

8

9

4

6

2

2

1

1

1

1

3

3

4

5

5

5

2

5

01

2

1

2

3

3

4

1

0

0

6

3

4

5

8

9

2

8

4

5

5

6

6

7

4

2

4

1

4

9

9

1

7

8

5

1

7

8

1

3

2

5

3

3

2

1

ワ
」

《
∠

1 0

8

9

1

1

6

3

8

1

4

5

8

2

6

4

5

0

8

0

3

4

8

6

0

0

6

1

1

1

1

2

1

1

1

1

18

増5

増468

8

2

内∠

Q
ノ

ワ
σ

0
ノ

117

137

252

150

99

99

145

1,326

1,331

1.799'

1,701

1,629・

1,537

1,42(〉'

1,283・

1,031

881

782

683

538

資料:『 銀行局年報』。
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第17表 普 通 銀 行 の増 資 及 び減 資状 況(大 正4-10年)(単 位 ・千円)

年 間

大正4年

大正5年

大正6年

大正7年

大正8年

大正9年

大正10年

銀 ↑丁

劉 日資檎 増資鑑融 本金1驚
45

58

114

131

218

368

103

6,710

42,137

83,486

95,569

136,059

352,496

115.935

7,194

18,373

88,031

105,694

228,076

504,820

75,528

13,904

60,510

171,517

ee201,413

358,135

857,316

191,463

%
107.2

43.6

105.4

110.6

167.6

143.2

65.1

銀 行

劉 塁資離 梱 新資本金鰐
4
・

4
「

鯛7

∠
Q

Q
1

4
、

1

2

1

2

1

13,COO

5,255

5,501

5,060

1,4・70

1,851

100

7,692

3.403

2、712

2.017

913

448

50

5,308

幹1,857

2,789

3,053

557

1,403

50

%
59.2

64.8

49.3

39.9

62.1

24.2

50.0

備考:菅 印は原資料でも計数が合わないものを示す。

資料:「 銀行総覧』。

第18表(1)大 銀行 の増 資状 況(大 正6-7年) (単 位 ・千 円)

銀 行 名 陣 本金 増資額 騨 本金1銀 行 名i旧 資本金

四

十

口

江

三

十

三

三

百

山

近

第

10,300

5,000

1,000

4,000

5,000

14,700

5.OOO

19,000

6,∞0

5,000

25,000

10,000

20,000

10,000

10.∞0

加

安

村
蔚住

島

田

井

友

1,000

10,000

1,000

15,000

増資額

4,∞0

15,000

9,000

15,0CO

新資本金

5,000

25,000

10,000

30,㎜

備考:住 友銀行 の分は原表 にない ので,下 記 資料,71-2頁 お よび 「銀行総覧」 に

よ り補 った。

資料:「 住 友銀行史』(同 行,昭 和3(陣),72頁 。

表18第(2)大 銀 行 の 増 資 状 況(大 正8-15年)(単 位 ・千 円)

行 名 陣 資年周 旧資本金陣 資額 新資本金i備 考

年 月

三 井 大正8.7 20,000 80,00010¢000

第 一 8.12 23,700 27,30050,∞0

三 十 四 {11:1
25,000

50,000

25.0005α000

2,20052,200 摂陽合併
住 友 9.3 30,000 40,00070,000

十 五 9.8 40,000 60,000100,000 浪速,神 戸川崎,丁 酉合併

山 口 12.4 20,000 30,00050,000

安 田
4

12.11 25,000 125,000150,000 11行 合 同

備考:旧 資本金額 は 『銀行総覧」 に よって補 った(原 表 の単位は百万 円)。

資料:r富 士銀行八十 年史』(同 行,昭 和35年),106頁 。
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第19表 大銀 行 に よる地 方 銀行 の合 同(大 正5-8年)(単 位 ・千円)

合同年月

大 正5.5

7.11

7.一

〃

〃

8.一

〃

*9.8

〃

〃

合 百 消'、 行

騨 銀行名i鍵

工

京

業

尾

戸

工

速

崎

酉

縮

繭

驕

起

酬

京

東

馬

西

瀬

田

浪

神

丁

都

京

口

知

〃

〃

京

東

山

愛

阪

庫

京

〃

大

兵

東

合 同 存 続 銀_行

騨 銀行名陰繕 釜薦議 窪

1:躍類
"iill

}憂知
500〃

500i"

51劉
東京

5,…1〃

一
江

速

第

近

浪

明治

治

治

明

明

十五

十五

21,500

10,000

14,000

3,600

4,600

憩 「捧10
,000

40,000

100,000

22,700

15,000

15,000

4,600

馨r涛5
,000

11,000

100,000

合同方法

吸収合併

〃

〃

〃

〃

〃

〃

買 収

瞳備考:(1)こ の表の大銀行 とは
,の ちに都市銀行 となったもの,お よび都市銀行に

合同された銀行で資本金額の大きいものをいう。

(2)ee大 正9年8月 の十五銀行による2行 の吸収および1行 の買収は,す で

に大正8年12月 に決定 してお り,第2期 の銀行合同に属すべきものである

か ら,こ こに表示 してある(下 記資料,42頁 参照)。

{3)')Ne'明治銀行は大正8年 中に単独でS,OOO千 円 か ら10,000千 円 に増資 し

た。

資料:金 融研究会,前 掲書,42--4,45頁 。

て,銀 行 の株 式 担 保貸 付 の比率 が急 激 に増大 したので,不 動 産 担 保 貸付 は比

率 で は 低 下 した。 しか し不動産担 保貸付額は依然 と して漸増 しつつあ った。

好 況に よ り銀行預金は増加 し,銀 行 収 益 も増 加 した の で,大 正6-10年 には

非 常 に 多 くの銀 行 が 増 資 を行 った(第17表 参 照)。 大 正6-7年 では245行

が1億9千 万 円 の増 資を 行 い,大 正8-9年 に は実 に586行 が7億3千 万 円、

もの増 資 を行 った 。 もち ろん地方銀行 だけでな く,大 銀 行 もあ い つ い で増 資

を行 い,と くに安 田,三 井,住 友,第 一 の各 行 に よ る巨額 の増 資 は 目立 って

い る(第18表(1)・(2)参 照)。 全 国普 通 銀 行 の増 資 額 に対 して,大 銀行 の増 資

額 の 占め る割 合 は 非 常に大 き く,大 正6-7年 では 大 銀 行9行 の 増 資 額 は9

千万 円 に達 した か ら,増 資総 額 のほ ぼ半 分 に も及 び,大 正8-9年 で は5行

の増 資額2億3千 万 円は 約30%に 当 ってい た(第17表 参 照)。 この よ うな増

,
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1資の盛行に対 して,減 資した銀行数および減資額は大正5年 以降急速に少な

くなった。

この時期の銀行経営は,後 述す る不動産担保貸付資金化問題(第2章,3

二節の2)を 除けば,ほ とんど問題のない順調な状態にあったか ら,普 通銀行

では合同お よび解散等による消滅数 も少な く,合 同史上では安定 した時期と

τいえよう
。しか も,こ の時期の合同には他の期にみ られぬ特色がある。大正

6年 以降には合同による銀行の消滅が増加 しているが(大 正6年 は16行,大

正7年 は21行,1大 正8年 は31行,第11表 を参照),そ の多 くは銀行資本金を

増加 させ,営 業地盤を拡大す る目的をもつ積極的な合同であった。第3期 以

後における多 くの合同の場合のように,経 営不振 または休業状態にある銀行

が,や むをえず合同に参加 した とい う事情 とはまった く異なっていた。たと

えぽ大銀行の場合では,十 五銀行(東 京)に よる浪速銀行(大 阪),神 戸川崎

銀 行(兵 庫)の 吸収,お よび丁酉銀行(東 京)の 買収は,そ の好例である。

この合同については 「従来行はれた る小銀行の合同とは其の趣を異にし,独

'立せ る有力銀行が合同に依 り資力の充実を謀 り
,以 て世運の進展に応ぜん と

く　 ラ
噛す る……」ものであるといわれた

。

そのほか合同の形式の点では,第1期 にはほ とん ど見 られなかった新立合

併 の方式が,第2期 か ら各地に散見 されるようになつた。代表的なものとし

て,大 正8年 の岡山県 の 第一合同銀行(6行 参加),同9年 の広島県の芸備
く　 ラ

銀行(7行 参加)の 新立合併があげ られる。

なお,こ の時期には大銀行による地方銀行の合同も散発的に行われた(第

ユ9表参照)。 この場合には1例 を除いて,他 はすべて吸収合併の形式で行わ

一れた。合同にあたって参加銀行の資産評価が行われる際に,不 良資産は被合

併 銀行の積立金 または払込資本金を取 りくず して償却され るか ら,吸 収合併

の形式が多かったのは,そ れだけ被合併銀行側の経営状態が良好であった こ

(31)金 融 研 究 会,前 掲 書,43頁 。

《32)同 上,45・-7頁 。
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とを示 している。この点の詳細については,第3期 の合同の箇所で詳細に論

じてある。

以上のように,第2期 は単独増資の盛行 と少数だが積極的な合同とい う2

つの特色を有 している。したがって,公 称資本金10万 円未満の弱小銀行は急

激に減少 した。大正2年 末で525行(全 体の40%)も あったのが,大 正7年

末には472行(34%),さ らに大正8年 末には295行(22%)と なった。そ幽

して既述のように,こ の期間には下級金融機関を整備するため,貯 蓄銀行条二

例改正,無 尽業法の制定,有 価証券割賦販売業法の制定(大 正6年)が あい

ついで行われた。

② 不動産担保貸付資金化問題(大 正6年)

第2期 におけ る地方銀行経営上,最 も注 目すべきことは 「不動産貸付資金=

化問題」が初めて 取 りあげ られた ことである。 大正6年5月 に 中央銀行会

(嚢謬:轟 賢號 器勉)が,普 通銀行の保持する 不動産担保債権を 流動化するた

め,日 本勧業銀行お よび各県農工銀行か ら資金融通を受ける途を開いてほ し

く　 　

いとい う提案を行い,全 国普通銀行の賛同を求めた。全国普通銀行の うち財

閥銀行などの一部を除き,1,200行 より賛成の回答が得 られたので,同 年11

月11日 に名古屋市に全国普通銀行大会を開いて,右 の趣 旨にそった 勧農両

銀行法の改正を政府 お よび 貴衆両院 に 請願す ることに決定 した。その理由

は,大 正4年 末の普通銀行貸付の40%は 不動産担保によるものであって,こ

れは 「要するに地方にあ りては不動産以外に有価証券,商 品等の担保物件比.

較的多か らざるに,一 面に於て此不動産金融機関たる勧農両銀行の営業設備'

未各地方に普ねか らざる為,資 金の需要者已むを得ず不動産抵当 として所在、

(33)本 問題 の経 過につ いて詳 し く知 るには,「 中央 銀行会通信 録」 第172号(大

正6年8月)よ り同第182号(同7年5月)ま で の関係記事を参照 せ よ。 なお簡

単 に見 るには 日本銀行臨時調査 委員会 「欧 州戦争 ト本邦金融界」(日 本銀行,大 正.

7年),「 日本 金融史 資料」明治大正 編 第22巻,304--6頁 を参照 の こと。
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く　の

の普通銀行に融資を求む るの結果に外な らざるべ し。」 とい う事情に よるも

のであった。つ まり地方の普通銀行は貸付担保の面か らみれぽ,不 動産銀行

といって もよい状態にあった。 しか しなが ら大正6年 当時はまだ第1次 大戦

中のブーム過程であって,不 動産担保貸付を至急資金化す る必要は現実には

なかったが,地 方銀行業者たちは大戦後の反動恐慌の襲来により預金が取付

け られた場合,不 動産貸付の 資金化の制度を あ らか じめ 作 っておかなけれ

ぽ,大 破綻をまね くであろ うと危惧 していた。つまり 「か エる時機の戦後に
くが ナ

於て早晩到来すべきは予想に難か らざる也」 とい う見方が,か れ らの行動の

根底にあった。

この銀行大会の決議にもとついて請願が行われ,衆 議院では大正7年3月

くヨの

25日 に議員提案の 「不動産金融改善に関す る建議案」が可決 されたが,貴 族

院は態度を明 らかに しなか った。政府は この案に反対の態度をとり,一 般の

学識経験者 も 「大体二於テ普通銀行 ノ不動産資金化 ヲ目的 トシテ普通銀行 ト

不動産銀行 トノ連絡 ヲ図ルハ本邦銀行制度 ヲ素スモノナ リ又普通銀行 ノ不動

産貸 ヲ助長セシムル ノ結果 ヲ来 スヘシ トノ意見多 ク政府 二於 テモ之 レト同様

ノ意見 ヲ持シタル ヲ以テ 遂 二其 目的 ノ実現 ヲ為ス運 ヒニ至 ラスシテ止 ミタ

(37)

リ。」 とい う竜頭蛇尾の結末 となった。

政府側の見解を代表す る森銀行局長は,前 記の銀行大会において,前 掲引

用文と同一趣 旨の発言を行い,と くに地方銀行が不動産担保金融に偏った経

営をす るのは,小 規模銀行経営の欠陥のあ らわれであるか ら,む しろ銀行合
く　 　

同によってこの悪い傾向を改めた方がよい とい う注 目すべき意見を述べた。

(34)「 中央 銀行会通 信録」第172号(大 正6年8月),8頁 。

(35)同 上 。

(36)同,第179号(大 正7年3月),11頁 。

(37)日 本銀行 臨時 調査委員会,前 掲資料,306頁 。

(38)r中 央銀行会 通信録 』第175号(大 正6年11月),19頁 。 政府 の意見 では,勧

業銀行 のほか各県 に農工 銀行 も完備 してい るか ら,不 動産 金融 は専 門機 関に任せ

ば十分 であ る としていた。 しか し,そ の実情 は 「… …外 間伝ふ る所 に依れば 全国

農工銀行 の現 状は一・二 少数者 を除 くの外 其大 多数 は全 く独立 自営 の能力無 く僅に

勧銀 の代理貸 附に 依 りて形骸 を維持 せ るに過 ぎず ……」 とい う状態 であ った(「銀

行通信録」第386号,大 正6年12月,829-830頁)。



一36一 商 学 討 究 第15巻 第4号

しか し現実には第1次 大戦期 ブームの最中で地方銀行経営 も安定 し,増 資 も

盛 んに行われている時期に合同を勧めて も,地 方銀行側が積極的に合同運動

に参加す るはず もなかった。 したがって,こ の時期の銀行合同は非常に少な

か ったのである。

ただ,こ の資金化問題についてはっき りいえるのは,森 銀行局長の主張が

示 唆す るように,わ が国の銀行合同は第1次 大戦以後,政 府の強力な勧奨を

タテ糸とし,地 方銀行の不動産担保貸付問題を ヨコ糸として展開された こと

である。昭和10年 代の始めまで,こ の両者一 政府の勧奨 と不動産担保貸付
く　 ラ

の 固定化一 がか らみ合って地方銀行合同運動の推進力となった。 くり返 し

て いえば,地 方銀行の合同の一因となった地方銀行経営の不振 または行 きづ

ま りの原因は,不 動産担保貸付の固定化であったか ら,不 動産担保貸付問題

嘘 軽視すれば,地 方銀行合同運動の本質を見失 うおそれさえあ る。

〔つづ く〕

(39)拙 論 「戦時下におけ る地方銀行の合同」,「金融経済」第66号 を参照。




